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より大きな収益を可能にしているサービスが珍しくない。 IBM や GE といったグローバ
ル企業のこれまでの動きなどから、多くの製造業企業が大きな収益源としてのサービス
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本論文の構成は、次のとおりである。  



















進する効果的な戦略に関わる、以下の 4 つの仮説を導いた。  
仮説 1：企業にとって大事な顧客の価値を高めるには、 顧客とのコミュニケーション
を踏まえ、顧客視点の商品のコンセプトの提示、さらには、ネットとの融合によるサー
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第 1 章 研究の背景と研究目的 
2017 年  1 月  12 日、Boston Consulting Group (BCG）が発表したイノベーションに関
する調査レポート「The Most Innovative Companies 2016: Getting Past "Not Invented Here"」
によれば、最もイノベーションに優れた企業のランキングの中で、日本企業では、トヨ
タが  8 位 (2015 年：6 位 )、NTT ドコモが  39 位 (2016 年には初のランキング入り )、ホ
ンダが  48 位 (2013 年以来のランキング入り )の  3 社がランキングに入るにとどまって
いる 1。そのランキングでは、上位  4 位までの順位は 2015 年と変わらず  アップル  が調
査開始以来の首位を獲得し続け、2 位は  3 年連続でグーグル、2015 年の  3 位の  テス
ラモーターズが今回も順位を守り、4 位は  マイクロソフト (5 年連続 )となっている。同
調査の 2015 年のランキングには、日本企業 5 社がランクインしていた。図表 1- 1 が示
すように、イノベーションが企業の競争力の源泉であるという視点からは、日本企業の
競争力が低下している傾向がみられる。  
図表 1-1   イノベーション企業ランキング  50 社（2016 年）  
  
（出所：BCG Global Innovation Survey, 2016 より）  
第1節 研究の問題意識の提示  
日本企業は 1990 年代以降、長い長期不況を経験しながら、収益構造の改善のために
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に 4 大証券会社の一角であった山一証券の倒産、1998 年の北海道拓殖銀行の破産とい
う金融危機に陥り、徐々に戦略の調整が本格化した。既存の日本式経営の自信が崩れ、















統合が行われた。20 個以上であった商業銀行が大規模な 3 大メガバンクが主導する体制
に再編された。2001 年に三井グループのさくら銀行と住友グループの住友銀行が合併
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った。経済産業省「平成 25 年度  製造基盤技術実態等調査」より図表 1-2 が示したよう
に日本企業の合併の推移をみると、1990 年代後半から 2000 年代初めにかけて大きく拡
大している様子が見てとれる。  
図表 1-2  形態別からみた全産業のＭ＆Ａ件数の推移（形態別）（単位：件）  
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図表 1-3 トヨタグループの研究・開発体制  
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図表 1-4  産業革新機構の枠組  
 




2003 年、2007 年に拡大延長された後、2009 年に「産業活力の再生及び産業活動の革新
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少しずつ蓄積されている状況である。  
図表 1-5  再生可能エネルギー等による設備容量の推移  
 












るために努力している。そして、経済産業省が平成 28 年 4 月 27 日に公開した「新産業
     (第 1 章) 
  












図表  1-6   アジアの中間層の推移  
 
（出所：経済産業省「通商白書 2010」より）  
図表 1-6 と図表 1-7 からわかるように、中国をはじめとするアジアの主要市場の中間
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図表  1-7  アジア新興国における所得階層別人口の推移  
 
（出所：経済産業省「通商白書 2010」より）  
世界銀行 (World Bank)の「Global Economic Prospects 2007」によると、中国、イン
ド、インドネシアなどアジア市場での中産階級に分類することができる消費者のシェア
は 4.2％から 2030 年までに 15％に達すると予想されている。消費市場として市場の躍
進は、既に可視化されている。国際電気通信連合（ITU）によると 2017 年に BRICs 地
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域の携帯電話加入者数は約３０億人を越えている。アジア市場の世界市場の成長寄与率









図表  1-8    2013 年 ASEAN 新興国における主要耐久財の普及率状況  
 
（出所：経済産業省「平成  26 年度新興国市場開拓事業調査報告書」より）  
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アジア市場は、市場規模に比べてまだ主要製品の普及率が高くなく、成長の可能性が
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エアコンの起動をお知らせする機能を提供しており、大和ハウスと HEMS サービス 4を
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第2節 研究目的  
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主導する。BOP（Base or Bottom Of the economic Pyramid、低所得層）ビジネスサポート
制度など、様々な戦略と支援を行っている。経済産業省「「新中間層獲得戦略」（平成 24
年）では、企業も、既存の先進国市場向けの高付加価値中心の経営戦略ではなく、新興
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1 BCG は、イノベーションに優れた企業や自社のイノベーションへの取り組みについて、 




体記憶装置として、ソニーから 1991 年に開発し、1992 年  1 月 12 日に発売した。ミニ
ディスクのオーディオデータは、ATRAC コーデックを使う。一般的な ATRAC 圧縮に
音質が最も優れており、74 分または 80 分の再生時間を持つ。292 kbit / s のステレオ
音質を提供し、CD と音質区別が不可能なほど優れている。  
3 2015 年末にシャープは自動調理ができる「まかせて調理」を搭載した「ウォーター
オーブン「ヘルシオ」など、4 機種を発売した。
（http://www.sharp.co.jp/corporate/news/150603-a.html., 2017-03-15 閲覧）  
4 HEMS とは、Home Energy Management System（ホーム・マネージメント・シス
テム）の略であり、エネルギーを見える化するだけでなく、家電、電気設備を最適に制
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（http://news.panasonic.com/jp/topics/2014/38545.html ., 2016-12-20 閲覧）  
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1-1 サービスの概念  
Shostack (1977)、Berry (1980)等は、サービスと商品の間には、重要な違いがあり、経
営実践のために一般化する必要があると主張している。サービスの伝統的な定義は行為
(action)であるという  (Fitzsimmons & Fitzsimmons、1998)。  
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(Intangibility) 、 ② 変 動 性  (Heterogeneity) 、 ③ 同 時 性  (Inseparability) 、 ④ 消 滅 性  
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図表 2-1   サービスの特徴（ IHIP）  





 貯蔵できない  
 特許で保護することが難しい  































 消費者が生産に関与する  
 従業員が経営成果に大きく影
響を与える  
















 在庫が不可能  
 需要と供給が同時に行う  
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一方、Quinn 等 (1990) は顧客に提供されるサービスによる価値を認識して、企業が競
争への対応として、いち早く製品からサービスをベースにすべきと指摘した。その後、
サービス・マーケティングの分野において、Vargo & Lusch (2004)は Goods-Dominant Logic






図表 2 - 2   Goods-Dominant Logic と Service-Dominant Logic の比較  
 
Goods-Dominant (G-D) Logic Service-Dominant (S-D) Logic 
・何かを創る（製品・サービス）  ・顧客の価値創造プロセスを支援する  
・価値は生産される  ・価値は共に創られる  
・独立した実態としての顧客  ・自分の環境・ネットワークにおける顧客  
・顧客は対象  ・顧客は重要な資源  
（出所：Vargo & Lusch 、2004) 
ただし、技術の面で勝負しても、必ずしも売上や収益につながるわけではない。図表
2 – 2 に示したように、製品の機能で競争するだけでなく、顧客満足度、顧客価値の向上
の重要性を再認識することになり、Goods-Dominant Logic の考え方が適切でなくなった。 
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である。つまり、モノを中心した交換や価値創造の考え方である Goods-Dominant Logic に





1-2 サービスの構成要素と方程式  
既存研究では、サービスの構成要素を「コア・サービス」と「補完的サービス」に大





(2007) は、サービスの概念構成について論じる際に、同じような捉え方をしている。  
サービス価値に関して、Heskett ら (1994) は、4 の方程式を提示している。この方程式
を基に今枝 (2010)は下記のように（図表 2-3）  まとめている。  
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図表 2 – 3    サービスの方程式  
No. 方程式  
1 サービス品質  = サービス実績  －  事前期待  
2 
サービス価値=
サービス品質 (結果  + 過程  )
価格   + 利用コスト
 
3 サービスによる利用可能性 = 提供した顧客価値  －  事業者の費用  
4 
サービス収益性=
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計的にも証明されている。」（今枝,2010）  
1-3 サービス品質  
図表 2 – 4     サービス品質の定義に関する先行研究  
主張  定義  
















Zeithaml ら (1981) が提唱したサービスモデルは、高品質のサービスを提供するために
必要な条件に焦点を当てている。図 2 - 4 に示すモデルは、サービスの提供に失敗する
原因となるギャップを特定している。  
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図表 2 – 5   サービス品質のモデル  
 
(出所：Parasuraman ら、1985; Zeithaml ら、1981) 
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てしまう場合がある（Lovelock、1991）このモデルに関して、Zeithaml 等  (2012) は、テ
クノロジーの進歩、またはサービスイノベーションがモデルに組み込まれて、ギャップ






発された SERVQUAL (Service + Quality) がある。これは、信頼性、反応性、確実性、共
感性、有形性という 5 つの次元で評価を測定するものである。  
①  確実性：約束したサービスを確実かつ正確に行う能力。  
②  反応性：顧客の役に立ち、迅速な対応をしようという気持ち。  
③  信頼性：従業員の知識や礼儀、そして信頼と安心を与える能力。  
④  共感性：顧客一人ひとりに対する気遣い。  
⑤  有形性：設備、施設、従業員、講習会資料など、形のあるものにより与えられた印象。 
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図表 2-6   サービス・プロフィット・チェーン  
（出所：  Heskett & Sasser、1994 より）  
 
第2節 顧客価値とサービス  
顧客がモノやサービス、いわゆる商品を購入するのは、商品自体を購入しているので
はなく、欲求を充足させてくれると期待する価値を購入していると見なせる。Levitt 






一方、Kotler (1980) は純顧客価値を提唱した。「顧客価値」とは、Customer Perceived 
Value と表現され、「顧客受容価値」あるいは、「顧客認識価値」とも呼ばれる。そして、
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ォード自動車のベルトコンベアシステムを経て、企業は 70 年代まで PPM（Product 
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第1節 イノベーションと経営戦略  
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近年アップルの iPad を筆頭にしたタブレット PC 市場が急速に成長しているが、
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iPod＋ iTunes のモデルをリリースしてイノベーションを行った。 
図表 3-1     iTunes+iPod のデジタル著作権管理  
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iTunes のサイトや MP3 機器間の同期プログラムを構築し、顧客がワンクリックで好
みの音源コンテンツを自らの MP3 機器に転送できるようにしたものである。 
前述したように、スマート化により、最も注目されているのが先発参入という方式
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Prahalad (2004)は企業が熾烈な競争に勝つためには N = 1、R = G のパラダイムを持
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図表 3-2 クローズドイノベーションとオープンイノベーションの比較  































(出所：  Chesbrough、邦訳 , 2004 より ) 
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2010 年の創業以来急速に成長してきた Xiaomi は、顧客が商品の企画者であり、開
発者としてのみならず、マーケティング担当者としても顧客を活用するオープンイノ
ベーションシステムを運営している。Xiaomi では、ホームページや SNS を通じて忠
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第 2 節 サービスイノベーションと経営戦略  
本研究においては、サービスイノベーション志向の経営戦略を次のように定義した
い。企業のビジョンに基づき、顧客の価値を高めるサービスの充実化を明示し、その
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ューターのグラフィカルユーザインタフェース 4の原型はゼロックスが生み出した






績に繋がらなかったのである。  1990 年代初頭フォーチュン 500 企業ランキング 6で
21 位に上がったゼロックスは、ついに墜落し 162 位に落ちた（Fortune 500 






ある。  1990 年代初頭フォーチュンランキングで 20 位以内に入ったコダックは現在
966 位をやっと維持するレベルに墜落した (Fortune 500     
http://fortune.com/fortune500/2015/eastman-kodak/ 2017-10-5 閲覧 )。80 年代初頭の IBM
は 4 年連続フォーチュン誌選定優良企業 1 位に選ばれるほど自他が公認する超優良
企業だった。 International Business Machines Corporation HP より、 IBM は構造調整の
最初のステップとして、研究開発予算を大幅に削減した。  IBM の危機を招いたの
は、コンピューター業界のリーダーの座を守るという強迫観念に捕らわれて技術開発
に過度に偏ったためであり、顧客価値をないがしろにしたことから起きたと判断した
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セスナのサイテーション CJ の半分の重量で 6 人乗りジェット機を作ることができる
ようになった。この飛行機は 800 リットル程度の燃料で 2000km 程度を飛ぶことがで
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きく改善された。ホンダは予約注文を受けてから 3 日後に 100 台以上の実績を上げ
た。  
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ビは大きく、重いブラウン管の代わりに LCD や OLED を使用することにより価値が
より大きくなる。美しいデザインが、顧客に芸術性を楽しむという価値を高めてくれ
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2 有機エレクトロルミネッセンス（Organic Light-Emitting Diode、OLED）は、光
を出す層が電流に反応して光を発散する有機化合物のフィルムからなる薄膜発光ダイ
オード（LED）である。  
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ーティング、ロールツーロール処理（ large area electronics）、インテリジェント
システム分野である。  
6 フォーチュン 500 は、米国の経済専門誌フォーチュンが毎年発表する売上高順位
世界最大の企業 500 のリストである。  
7 Eastman Kodak Company は米国のイメージソリューション関連企業である。草
創期から 2011 年までは、カメラとフィルムの製造であった。1975 年コダックの電








却していないことで深刻な財政難を経験され、最終的には 2012 年  1 月 19 日に破産
保護申請を行った。以後 2013 年  9 月 4 日に、フィルムとカメラ事業部を売却する
と同時に、「印刷の技術サポートは、専門家のためのグラフィックス通信サービス」
企業として再生した。  




ある。1978 年にレンツォ・ロッソによって設立された。  
10 トゥルー・レリジョン・アパレル（True Religion Apparel, Inc.）は衣料品メーカ
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11 ギャップ（Gap）は、米国の衣料品会社であり、ブランドである。2008 年 9 月時




Republic）オールドネイビー（Old Navy）パイパーライム（Piperlime）である。  
12 エクリプス（Eclipse Aerospace）は米国の航空機メーカーであり、航空機のメン
テナンスおよびアップグレード会社である。同社はエクリプス  500 のメンテナンス
とアップグレードを行い、エクリプス  550 の製造元である。2015 年 4 月、Kestrel 
Aircraft と合併して One Aviation を形成した。  









を使っている企業である。1 年に約 26 億 2000 万ドルの広告費を支出するが、これ
は 2 番目にゼネラルモーターズの広告費のほぼ 2 倍に達する。  
14 Beckett Ridge Innovation Center 
15 ナイキ株式会社（Nike, Inc.）は米国のスポーツアパレルの多国籍企業である。
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ポーツ（Blue Ribbon Sports）という名前でフィルナイトが最初に設立し、1978 年
に正式にナイキという名前に変わった。これはナイキの精神が、その根が陸上にある
ことを通知するとともに、ナイキ、それ自体が、陸上そのものであることを示し、ロ
ゴの名前はスオシ（ swoosh）である。  
16 メトロゴールドウィン・メイヤー・スタジオ（Metro-Goldwyn-Mayer Studios、
Inc.）は米国の総合エンターテイメントメディア企業で、主に映画及び TV 番組を制
作・配給している。1924 年に設立され、略して MGM と呼ばれる。米国カリフォル
ニア州ロサンゼルスに本社があり、世界で最も古い映画スタジオの１つである。  





Cohn Film Sales という名前で創立された。1922 年 8 月に初の長編映画をはじめと
映画配給を開始し、1924 年コロンビアピクチャーズで変え、2 年後には、株式を上
場した。アメリカの国を中心に作られたものコロンビアの由来でありながら、映画会
社のロゴで、現在までに使われている。かつては、3 つのミニメジャーと 8 つのメジ
ャー映画スタジオに名前をあげハリウッドの黄金期を導いたが、今では、ハリウッド
メジャー6 台のスタジオで、いまだに映画制作の世界市場をリードしている。  
18 デル株式会社（Dell Inc.）は米国の電子製品の製造および販売企業である。最初
は 1984 年  11 月 4 日に「PC's Limited」という名前で会社が設立された。また、
1980 年代から 1990 年代の間にデルは、パーソナルコンピューターやサーバーの分
野で最大の販売会社であった。2008 年の場合、コンピューターの販売の分野でヒュ
ーレット・パッカードの後に続いて 2 位を続けている。主製品は、パーソナルコン
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ス供与していた独立系企業であった Avis Europe plc を買収した。1970 年代後半か
ら、エイビスは Chevrolet や Cadillac などの General Motors（GM）車を中心に扱
ってきたが、現在は Ford やトヨタなど人気のある非 GM ブランドも借りている。  
エイビスは、世界中の主要空港のビジネス旅行者や空港外のレジャー旅行者にサービ
スを提供する商用セグメントの主要なレンタカープロバイダーである。  
21 ネットフリックス（Netflix, Inc.）は 1997 年 8 月 29 日、カリフォルニア州スコ
ッツバレーに設立されたアメリカのエンターテインメント企業である。郵送によって
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グメディアの導入によりブルーレイレンタルサービス事業を拡大した。 2016 年 1 月
までに、ネットフリックスサービスは 190 以上の国で運用されていた。ネットフリ




も、2016 年に推定 126 本のオリジナルシリーズまたは映画をリリースした。  
2017 年 7 月現在、ネットフリックスは全世界で 1,395 万人の加入者を抱え、米国で
は 5192 万人を抱えている。  
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第1節 企業が認知した顧客価値へのアプローチ  




     (第 4 章) 
  
NGUYEN THI TRUC QUYNH 88 
 

























     (第 4 章) 
  



























     (第 4 章) 
  



























     (第 4 章) 
  























     (第 4 章) 
  




























     (第 4 章) 
  



























     (第 4 章) 
  
NGUYEN THI TRUC QUYNH 94 
 


























     (第 4 章) 
  
NGUYEN THI TRUC QUYNH 95 
 


























     (第 4 章) 
  


























きるように設計されるべきである。グーグルのホームページ  HP より、すでに自動車
業界などでは、商品開発や設計段階から顧客を参加させ、顧客との継続的なコミュニケ
ーションをとりながら、最終的な完成品を作り出すプログラムを運営している。 
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て、主に通信機器、情報機器を生産して、2000 年中盤以降の移動通信端末機の分野で NEC










対象に、2017 年上半期から 2018 年にかけての構造調整を断行する報道した。まず、デ
ジタルカメラと電話交換機・光ディスク事業部を完全に解体して、関連する人材をすべ
てリストラした。また、兵庫県の液晶パネル生産設備と住宅用太陽光設備を売却した（日
本経済新  https://www.nikkei.com/article/DGXLASDZ29HWA_Z20C17A9TJ2000/  2017-
04-18 閲覧）。  
そして、パナソニック株式会社  のホームページにより、自動車や住宅分野に集中的な
投資を敢行して売上高 10 兆円、B2B 事業の比重が 80％以上（自動車部門 2 兆円、住宅




     (第 4 章) 
  
NGUYEN THI TRUC QUYNH 103 
 
の高いソリューションを提供するビジネスに注力している。優先的にその機器と他の企




図表 4-1 パナソニックのセキュリティーソリューション  
 
(出所：「パナソニック流「 IoT 戦略」  、まずはセキュリティーで進出」日経エレクトロ
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＆D にも力を入れている。  
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工場など米国内の 5 つの工場を竣工して本格的に日本のグローバル企業に変身した。  
2003 年 3 月集計によると、従業員数 65,551 人、グループ合計 264,096 人で、日本最
大、世界で 3 番目に大きな企業規模になる。トヨタ自動車株式会社のホームページの情
報によると、2005 年には、新しい本社ビルが完成され、その年の 10 月にゼネラルモー
ターズ（GM）が保有していた富士重工業の株式（約 20％）のうち 8.7％を買収、筆頭株
主になって提携を発表した。2008 年、北米で大規模リコール事件の発端となった事故が




危機的なリコール事態を迎える。しかし、2012 年第 1 四半期には再び世界 1 位を奪還し
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た。深刻な危機にもかかわらず、トヨタのネームバリュー（ブランド価値）が決して小










図表 4-2 トヨタパートナーロボットのコンセプト  
 
（出所：トヨタ自動車 HP より）  
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トヨタはトヨタ自動車株式会社のホームページより図表  4-3 に示したように自動車
のライフサイクル全体をネットワーク化するにあたり、グローバル規格を重視している。
トヨタは、自動車分野で世界 1 位の企業として君臨していることにもかかわらず、グロ
ーバルな IoT 生産規格で遅れることを懸念している。  




図表  4-3  トヨタ自動車リサイクルネットワーク  
 
(出所：トヨタ自動車「クルマとリサイクル」より ) 
上記の同社のホームページより図表 4-4 に示したように、トヨタ自動車が 2019 年から
会計年度（2020 年 3 月まで）家庭用ロボットの大量生産体制を構築すると、日本経済新
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聞が報じた。12019 年から家庭用ロボットの生産を始め、2020 年までに総 1000 ほどの生
産という目標である。まず高齢者や障害者の家庭生活を支援する「人間支援ロボット
（HSR：Human Support Robot）」になると考えられる。  
図表 4-4 生活支援ロボット①  
 
(出所：トヨタ自動車「生活支援ロボット HSR の研究プラットフォーム展開」より ) 
図表 4-4 に示したように、トヨタは 2016 年から愛知県豊田市広瀬工場パートナーロボ
ット棟に専用の生産拠点を設け、生活支援ロボット「HSR」やリハビリ支援ロボットを
年間数十規模で生産する計画だと伝えている。トヨタは、まず、事前量産段階に HSR を
年間約 40 台程度生産してすることができ年内 100 台規模で拡充する計画だった。パー
トナーロボット同ロボットの研究開発施設に、2008 年年に設置された。トヨタは、障害
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者や高齢者などの家、私の自立生活を支援する生活支援ロボット HSR の早期実用化を目
指し、外部の研究機関などと連携した「HSR 開発コミュニティ」を 2016 下半期に発足
させた。  
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図表 4-5 生活支援ロボット②  
 





2-3 ソフトバンクの事例  
ソフトバンクは、スマートフォンの次のビジネスとして IoT、人工知能、スマートロ




がる企業向けの IoT プラットフォームを構築している。ソフトバンクグループ株式会社  
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のホームページより IoT プラットフォームでは、デバイス、ネットワーク、データスト






力であることが要求される。  MQTT5（Message Queue Telemetry Transport）、標準的に使
用される HTTP にも対応している。インターネット上では、さまざまなタイプの IoT デ
バイスから接続することもできる。また、ソフトバンクと Cat が提供する「LoRaWAN」
などの LPWA（Low Power Wide Area）ネットワークとの接続もサポートしている。M2M
と IoT の国際標準である「M2M」に準拠し、 IoT デバイスから収集されたデータは 1 つ






柔軟に使用できるよう、ワンストップ API を提供している。また、今後追加される IoT
プラットフォームやソフトバンクが保有する API の機能を開放することで、ソリューシ
ョンをさらに拡充し、開発者を強力にサポートしていく。  
ソフトバンクは図表 4-6 に示したように IoT デバイスの低消費電力で長距離通信を実
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現する LPWA（Low Power Wide Area）ネットワークを利用した IoT ソリューションの提
供を開始している。まず、2016 年度に LPWA ネットワークの 1 つである「LoRaWAN」
を提供し、デバイスからアプリケーション、コンサルティングまで、エンドツーエンド
の IoT ソリューションを提供している。  
図表 4-6   LPWA ネットワークを活用したサービス活用例  
 
（出所 : ソフトバンク株式会社 企業・ IR）  
 




上に加え、3G / LTE / Wi-Fi、固定通信などの包括的なネットワークラインナップを活用
し、顧客のご要望に最適なソフトバンクを提供している。LoRaWAN それを利用したよ
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第 3 節 サービスイノベーションの概念とサービスイノベーションのモデル  




Sundbo & Gallouj (1998) は、サービスイノベーションを 5 つに分類している。①プロ
ダクトイノベーション、②プロセスイノベーション (生産プロセスとデリバリープロセ
ス )、③市場についてのイノベーション、④組織のイノベーション、⑤特別な目的のため
(ad hoc)のイノベーションである。  
Coombs & Miles (2000）の示唆によれば、サービスイノベーションの本質と特殊性が製
品のイノベーションと異なるという。それにより、サービスイノベーションを理解し、
分析するために、サービスならではの特性を含めた新しい理論と概念が必要であると主
張される（Barras、1986 ; Hipp & Grupp、2005; Tether ら、2005）。さらに、Gallouj 等 (1995)
はイノベーションに関する研究において、サービスの特異性を認識しなければ、サービ
スが製品にもたらす重要な貢献を見落としがちになると指摘としている。Hipp & Grupp 
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る (Sunbo & Gallouj、2000)。   













次に、経営戦略の観点から定義されるべきとして、 IfM & IBM (2007)が定義したサー
ビスイノベーションについて論じたい。 IfM & IBM (2007)は、サービスイノベーション
を、既存のサービスがもたらした価値を向上する、または新しい価値を創造することを
目的とした、ビジネスモデルイノベーション、ソーシャルイノベーションおよびデマン
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ドイノベーションの組み合わせであると定義している。  
図表 4-7 サービスイノベーションの構成要素  
 











3-2 サービスイノベーションのモデル  
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3-2-1 サービスイノベーションの 4 次元モデル  
Hertog (2000)が主張した「4 つの次元」は、図表 4-8 に示したように、それぞれの特定
のサービスイノベーションの次元からなる。個々の次元の影響力とそれらの間の様々な
繋がりの重要性は、個々のサービス、イノベーション、企業によって異なる。  
図表 4-8    サービスイノベーションの 4 次元モデル  
 
（出所：Hertog、2000 より ) 
 
このモデルの 4 つの側面を以下に示す。  
① 次元 1：新しいサービス・コンセプト  (New Service Concept) 
すべてのサービスイノベーションが強力な斬新な概念要素をもっているわけではな
いが、コンセプトのイノベーションは伝統的なメーカーよりもサービス業においてはる
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② 次元 2：新しい顧客接点（New Client Interface）  
顧客接点とは、サービスの提供者と顧客との接点の革新を指す。サービスを提供する
企業は顧客とやり取りする方法は、それ自体がイノベーションの源泉になることがある。 
③ 次元 3： 新しいサービス・デリバリー・システム  (New Service Delivery System) 
サービス・デリバリー・システムは、サービスの提供者と顧客との接点に関係する。
デリバリーには、この接点を介してやり取りが含まれるものである。  







3-2-2   サービスイノベーショントライアングル  
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図表 4-9 に示したサービスイノベーショントライアングルは、 Furseth,P.&Richard,C. 
(2016) により開発され、サービスイノベーションに関する国際的研究プロジェクト
「Value Driven Service Innovation (VSDI)」の成果である。  
図表 4-9 サービスイノベーショントライアングル  
 






の第 1 層の 5 つのサブ三角形、価値を提供する管理能力としての第 2 層の 3 つのサブ三
角形、および提供された価値としての第 3 層の 1 つのサブ三角形である。Furseth 等（2016）
は、サービスイノベーションリソースを上手く管理する能力と成果との関連性を示して
いる。  
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第 4 節 小括 
本章では顧客価値に焦点を当てたサービスイノベーションを戦略的に推進すること
の意義について論じた。Drucker（1973）は「事業の目的は顧客の創造である」と宣言し
た。その後、Peters & Waterman (1982) は、「顧客に密着する」経営を強調している 7。顧
客が市場に存在する唯一の理由は、彼らが何らかの価値を求めているからに他ならない。
顧客が求めている価値を提供し、その価値を競争相手よりも多くもたらすビジネスは、

















界的にシーメンスとその関連会社社員 48 万人が 190 ヶ国で働いており、2006 年度には、世界
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で約 873 億ユーロに達する売上を記録した。ドイツフランクフルト証券取引所に上場されており、
2001 年 3 月 12 日からはニューヨーク証券取引所にも上場されている。ゼネラルモーターズと
IBM に次いで、R＆D 分野の投資額は世界第 3 位である。 




信が可能で、送受信のデータパケットのサイズは最小化されている。また、一方向、  1 対 1 の通
信のみでなく、双方向、一対多の柔軟な通信が可能で、軽量でバッテリー消費量も少ないことか
ら、モバイル向けにも注目されているプロトコルである。 
6 RFID（Radio Frequency Identification）とは、無線を利用して非接触で電子タグのデー
タを読み書きする自動認識技術である。  
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おいて、Audi のタブレット「Smart Display」が、Wi-Fi で車載システムとつながり、ナビ
や走行状況の確認に加え、Google のモバイル向け OS「Android」のアプリやゲームを利用
することができると明示されている。そのまま社外で使用することもでき、零下 40 度の
寒さや 50 度の酷暑にも耐えられるという。このプラットフォームをめぐっては、Linux ベ
ースの「Automotive Grade Linux」、独 BMW や Intel などによる「GENIVI Alliance」、米ア





を大きく変化させた。3D プリンターとは、3 次元 CAD による設計データをもとに樹脂材
料などを積層して立体物を造形するもので、試作や特殊形状品の少量生産などの一部の用
途から欧米を中心に導入が始まっている。本格的な市場拡大に伴い、3D プリンターの普
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（Avlonitis ら、2001; Nijssen ら、2006）。 Slater&Narver（1995）によれば、グローバル
市場の企業は、サービスイノベーションが市場の方向性と市場での堅実な業績を促進する
価値創造活動であるため、製品の基礎よりもサービスの基礎で競合すべきとの指摘もあっ
た。アップル  の iPhone、  iPod の例を考えてみると、それらはもはや単なる製品ではな
い。アップルはプラットフォーム化された幅広いサービスを提供・移転することによっ
     (第 5 章) 
  






















するために効果があることが示された  (Alam、2002; Gruner & Christian、2000)。した
がって、アジア市場における日本企業の戦略にとっては、戦略的なサービス志向の従業員
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じて貸し出しているが、2016 年度中には販売も始めた。 自転車に GPS を備え、利用状態
をネット経由で把握できる仕組みを実現し、全無人でレンタル自転車の事業を運用してい
る。自転車の利用状況をセンターでリアルタイムに把握することができ、盗難や返却忘れ
などにも対処可能である（総務省 平成 28 年「IoT 時代における ICT 産業の構造分析と
ICT による経済成長への多面的貢献の検証に関する調査報告」）。 
さらに、サービスイノベーションの構成要素を詳述するため、前章に取り上げた Hertog 
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極的に関わっていくことが大事であると考え、以下の仮説 3 を導出した。 
仮説 3：この経営戦略を効果的に実践するにはトップの戦略的かつ積極的な関与が重要
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以上の 4 つの仮説を図表 5-2 に示しておく。 
図表 5-2  仮説モデル 
 
     (第 6 章) 
  
NGUYEN THI TRUC QUYNH 131 
 






が 2016 年 10 月時点で、アジアにおいて事業を展開している日本の製造業とサービス業の
企業の本社 1750 社を対象に「アジア事業戦略に関するアンケート」の調査で収集した。
本アンケートの構成は「1.トップマネジメントの基本的な考え方」、「2. アジア事業戦略に
ついて」、「3. 研究開発戦略について」、「4. マーケティング戦略について」、「5. 人事戦略
について」と「6. 成果」となっている。  
調査の方法は、アジアにおいて事業を展開されている日本の企業の本社の海外事業担当
役員に調査票を郵送し、回答を郵送により回収する形で実施した。有効回答は 96 社であ
り、回収率は 5.5%であった。製造業は 79 社、サービス業は 17 社であった。  
なお、データの分析には、 IBM 社 SPSS を利用し、「記述統計」および「相関分析」を行
う。  
第 1 節 検証における測定変数  
1-1 サービスイノベーションの構成に関わる測定変数  
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ション」を図表 6-1 に示したようなアンケート項目で測定した。  
 
図表 6-1   「サービスイノベーション」の測定変数  
 







































































1-2 サービスイノベーション志向の経営戦略に関わる測定変数  
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仮説 2 であるサービスイノベーション推進能力を示す 3 つの能力を検証するために、図
表 6-2 に示したようなアンケート項目で測定した。さらに、仮説 3 である「サービスの充
実化に関わるトップの関与度」を検証するために、同表に示しておいた。  
 
図表 6-2  「サービスイノベーション志向の経営戦略の構成要素」の測定変数  
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1-3 サービスイノベーションの成果に関わる測定変数  
アジア市場に対するサービスイノベーションの成果として、図表 6-3 に示したようなア
ンケート項目で測定した。  






1.  1％未満  1 
2.  1％～2％未満  2 
3.  2％～5％未満  3 
4.  5％～10％未満  4 
5.  10％～20％未満  5 
6.  20％～30％未満  6 
7.  30％～40％未満  7 
8.  40％～50％未満  8 
9.  50％～70％未満  9 
10. 70％～90％未満  10 
11. 90％以上  11 
第 2 節  検証結果  
ここでは、仮説の検証の手順は、前章に示したサービスイノベーションと効果的な経営戦
     (第 6 章) 
  
NGUYEN THI TRUC QUYNH 135 
 
略の重要要因について、仮説 1 から仮説 4 へと 1 つずつ見ていく。  
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ついて、回答企業の平均値を図表 6-5 に示しておく。該当質問に対して、1 から 6 で評点
しており、日本市場では 5.2、中国市場では 4.3、ASEAN 市場では 4.6 と各々高くなって
いる。  
図表 6-5   顧客の使いやすさを追求した商品設計  
 
特に日本市場のように、顧客の目が肥えているところでは、使いやすさを意識した商
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図表 6-6  顧客の使いやすさを追求した商品設計に関する回答分布の比較  
 
次に、顧客の購買意欲を高める新たなサービス（ IoT など）の提供の仮説については、
回答企業の平均値は、図表 6-7 に示したように、日本市場においては 4.6、中国市場では
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図表 6-7 顧客の購買意欲を高める新たなサービス（ IoT など）の提供  
 
 
図表 6-8 顧客の購買意欲を高める新たなサービス（ IoT など）の提供に関する  
回答分布の比較
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その結果、2 変数間で正の相関関係が認められた (r= .218, p< .05)。さらに、ASEAN 市場に
おける「オープンイノベーション力」と「サービスに力点を置いた戦略」との間にどのよ
うな関係性が存在するのかを検証するために、相関係数を算出したところ、正の相関関係








図表 6-10   社会のトレンドの洞察力とオープンイノベーション力の重要性  
  
一方、図表 6-11 に示したように、各々の市場における「サービス志向の従業員の教育
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最初に、日本市場の場合、正の相関関係が認められた (r= .258、p< .05)。そして、中国市
場においても、正の相関関係が認められた (r = .423、p< . 001) 。また、ASEAN 市場にお




図表 6-11 サービス志向の従業員教育力の重要性  
 
2-3  仮説 3 の検証結果  
仮説 3 を検証するため、アジア市場に進出する際に、「トップの関与」と「サービスの
充実化に力点を置いた戦略」の相関分析を行った (図表 6-12)。  
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(r= .309、p< .01)。  
したがって、帰無仮説が棄却されることによって、アジア市場に展開する際、企業のト
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図表 6-12 トップ自ら積極的かつ戦略的な関与とサービスの充実化  
 
 










     (第 6 章) 
  













図表 6-13 サービスの充実化に力点を置いた戦略と顧客密着型のコミュニケーション  
 
さらに、この顧客密着型のコミュニケーションの活性化により、成果と考えられるアジ
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ア市場でのマーケットシェアの拡大につながると考えられる。この二つの変数の相関係数
を算出したところ、図表 6-14 に示したように正の相関関係が認められた (r= .325、p< .05)。  
図表 6-14 顧客密着型のコミュニケーションとマーケットシェア  
 









ン力、サービス志向の従業員教育力という 3 つの推進力を活かすことが重要である。  
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図表 6-15に、実証された有効な戦略的サービスイノベーションの枠組みを示しておく。  
図表 6-15  実証された戦略的サービスイノベーションの枠組み 
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第 7 章 考察と結論 
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トワーク業者という新しいカテゴリーを新設して分類したりした (“Regulations Relating 












図表 7-1 ベトナムの主要指標   
 
経済指標  
GDP（米ドル）    :  約 2,019 億米ドル  (2016 年 ) 
一人当たり国内総生産 GDP（米ドル）  :  2,162.9     (2016 年 ) 
実質 GDP 成長率（％）                :   6.2         (2016 年 ) 




人口                     ： 92,695,000     (2016 年 ) 
人口増加率（％）               ： 1.1            (2016 年 ) 
労働力率（％）                      ： 77.3           (2016 年 ) 
都市人口（％）                       :   34.2           (2016 年 ) 
識字率（％）                         :   94.8           (2016 年 ) 
接続性  
インターネットの利用者数 (100 人当たり )  :  52.7      （2015 年）  
携帯電話の利用者 (100 人当たり )         : 130.6      （2015 年）  
年間観光客数                            :  7,943,700   （2015 年） 
（出所：  ASEAN Secretariat、UNCTAD、UN Population Division のデータをもとに
作成）  
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富裕層や中間層が台頭する、有望な市場と期待されるベトナムの自動車市場は伸び盛
りであり、16 年の新車販売は 30 万台を超え、14 年の約 2 倍になった。  
図表 7-2 に示しているように、ベトナムにおける現在の自動車の業界の競争状況であ
る。  
図表 7-2 ベトナムにおける自動車の市場シェア  
 
（出所：Vietnam Automobile Manufacturers Association 2016 のデータをもとに筆者
作成）  
また、VinGroup の子会社である VinFAST は世界レベルの国産自動車の製造を計画
し、本格的に市場参入することが明らかになった。この変化に対して、今後日本企業は
どのような戦略を構築すべきであるかというのが課題だと考えられる（日本経済新聞
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO95771390V00C16A1000000/ , 2017-4-22 閲覧）。  
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The Ford Motor Company Media Center のホームページに掲載される情報によると、フ





ドと共同で進めている。The Ford Motor Company Media Center のホームページにより
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クシーサービスを食い込み、世帯当たりの保有自動車台数を平均 2.1 台から 1.2 台減ら
し、最終的に米国の代表自動車メーカーであるゼネラルモーターズとフォードは今後
25 年間、米国内の車両の生産を現在の約 68％と 58％のレベルに減少させることになる
だろうとバークレイズは分析した (Keith Naughton、2015)。  
しかし、未来がどのように展開されているとしても、将来の不確実性はますます大
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表 7-3 認知された顧客価値に基づく戦略的サービスイノベーションのパラダイム  
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●    には、数字または該当する番号をご記入ください。 























１．一般消費者向け    ２．企業向け 
 
 貴社の従業員数  
 
人  













                                            
 亜細亜大学： 池島 政広 







１６．その他製造業（       ）         
１７．小売業 
１８．卸売業 
１９．その他サービス業（       ） 
そのうち、アジア地域の現地法人の従業員数 
人 
人      
 
      
 
     （付録) 
  






1．事業規模の拡大を図る  3．事業規模の縮小を図る  5．進出を検討中 






個別企業の利益を超えてアジア地域の繁栄を考える       
現地の生活者の豊かさを考える                       
アジア市場全体を俯瞰して事業を構想する                  
貴社の強みを活かすことを考える                      
描いた構想をスピーディーに実行する                   
アジア市場の開拓にトップ自ら関わる                
競合他社に先駆けてアジア進出に踏み切る                
カントリーリスクなどを考え、慎重に進出する              
現地企業との提携を積極的に推進する                          
現地企業との M&Aを積極的に推進する                           
早期の黒字化を図る                              
人事面でダイバーシティー（国籍・性別・文化・ 
価値観などの多様性）を受け入れている   
                       
 
1-3 貴社のトップマネジメントは、新たにアジア市場（日本を除く）に進出する際に、およそ何年後の黒字化 
を想定し て い ますか。 
 
 
 1 2 3 4 5 6   
   全く実践していない               意識的に実践している 
  
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6
 
 1 2 3 4 5 6 
 
およそ 年後 
     （付録) 
  































  1 2 3 4 5 6   
全く力を入れていない              非常に力を入れている 
 日本 中国 インド ASEAN 
社会の価値観などの大きな変化を洞察       
顧客の使いやすさを追求した商品設計     
顧客の購買意欲を高める新たなサービス（IoTなど）の提供     
他社・大学などの知見を活用     
サービスの価値の大切さを従業員に教育     
   1 2 3 4 5 6   
 全く当てはまらない              非常に当てはまる 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
 
     （付録) 
  







































   1 2 3 4 5 6   
 全く有効でない               非常に有効である 
   1 2 3 4 5 6   
 全く有効でない               非常に有効である 
 現在 今後の予定 
欧米での事業 
経営の経験者 




現在  今後の予定 
1.いる 1.予定あり 
2.いない 2.予定なし 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
     （付録) 
  




2-1 貴 社 の 現 在 の 売 上 高 に 占 め る ア ジ ア 地 域 （ 日 本 を 除 く ） の 売 上 高 の 比 率 お よ び 生 産 比 率 に つ い て 、  
















 現在 3年後（方針） 
営業利益に占めるアジア地域（日本を除く） 
の営業利益の比率 














 現在 3年後（方針） 
アジア地域（日本を除く）の売上高比率  1.減少  2.ほぼ同じ  3.増加 
アジア地域（日本を除く）の生産比率  1.減少  2.ほぼ同じ  3.増加 
1． 0％   4． 10％～20％未満  7． 40％～50％未満 10． 70％以上 
2． 0％超～5％未満  5． 20％～30％未満  8． 50％～60％未満  
3. 5％～10％未満 6． 30％～40％未満 9． 60％～70％未満  
1． 0％   4． 10％～20％未満  7． 40％～50％未満 10． 70％以上 
2． 0％超～5％未満  5． 20％～30％未満  8． 50％～60％未満  
3. 5％～10％未満 6． 30％～40％未満 9． 60％～70％未満  
 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
事業戦略      
1．事業規模の拡大を図る 3．事業規模の縮小を図る 5．進出を検討中 
2．事業規模の現状を維持する 4．撤退する 6．進出しない 
     （付録) 
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2-4 貴社のアジア事業にとって魅力がある国・地域名に○印を付け、そのうち最も魅力ある 
     国・地域に◎印をお付けください。なお、その他の場合、（ ）内に国名をご記入ください。 
     魅 力 の 理 由 に つ い て 、最 も 当てはまる、次に当てはまるものを１つずつお選びください。 
 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
その他 
（     ） 
最も当てはまる理由       
次に当てはまる理由       
         
1. 現地マーケットの規模が大きい  9．安価な労働力を確保できる  
2．現地マーケットの今後の成長性が高い 10．質の高いマネジメント人材を確保できる 
3．先端技術を吸収できる  11．質の高い従業員を確保できる 
4．税制優遇などの投資インセンティブがある 12．他のアジア地域との生産ネットワークが組みやすい 
5. 産業集積が充実している（原材料・部品が調達しやすいなど） 13．政治・社会情勢が安定している  
6．道路網などが整備されている  14．ビジネスに関わる法制度が整備されている 
7．安価で安定的な電力・エネルギーを確保できる 15．外国人にとって生活環境が整っている  








6.事業の許認可などの行政手続きの煩雑さ  13.その他 （                ） 
7.計画されたインフラ整備の遅延の問題  
2-6 貴社の進出している下記のアジア市場で事業を成功させる上で、他社との提携および M&A の重要度に 
ついて該当する番号を 1つずつご記入ください。 
 
    1 2 3 4 5 6   
  全く重要でない              非常に重要である 
 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
最も大きなリスク      
次に大きなリスク      
 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
他社との提携      
他社を M&A      
     （付録) 
  







最も              
当てはまる理由 
  
 1．周辺のアジア地域へのアクセスが容易  
 2．物流、金融、通信などの産業インフラが整っている  
次に             
当てはまる理由 
  
 3．法制度が整備され、行政手続が透明・簡素である   
 4．低い法人税率など税制上の恩典がある   
    5．優秀な人材が採用できる  
    6．外国人にとって生活環境が整っている  
    7．政治・社会情勢が安定している  
    8．その他（            ）   
３．研究開発戦略について 
3-1 貴社はアジア地域（日本を除く）で研究開発拠点を設置していますか。該当する番号に○印を１つお付け 
ください。なお、（  ）に主たる拠点国名と他の全ての拠点国名をご記入ください。 
 
        主たる拠点国名          他の全ての拠点国名     
1.設置している   （       ）   （                  ） 















 拠点国名 設置年 
1.設置している （          ） 西暦 （        年） 
2.設置する予定 （          ） 西暦 （        年） 
3.検討中   
4.設置しない   
  1 2 3 4 5 6   
全く当てはまらない               非常に当てはまる 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
 
     （付録) 
  




 中国 インド ASEAN 
現地の顧客ニーズに応える商品を開発する    
現地の商品開発のスピードアップを図る    
低いコストで商品を開発する     
 










3-5 貴 社 の 技 術 を 下 記 の ア ジ ア 地 域 へ 移 転 す る 程 度 は ど の ぐ ら い で す か 。 最 先 端 技 術 お よ び 標 準 技 術 に つ い て 
該当する番号を1つずつご記入ください。 













商品のデザイン・開発に関する技術        
製造設備       









    1 2 3 4 5 6   




現在： 1．0％ 3．1％～3％未満 5．5％～7％未満  7．10％以上  
2．0％超～1％未満 4．3％～5％未満 6．7％～10％未満  
３年後（方針）： 1．減少 2．ほぼ同じ 3．増加 
    1 2 3 4 5 6   
  全く移転してない              すべて移転している 
            
     （付録) 
  







 日本 中国 インド ASEAN 
最も有効な基準     
次に有効な基準     
 
1.所得  3.性別 5.ライフスタイル 
2.年齢 4.地域（大都市、中小都市、農村など） 6.その他(     ) 
4-2 貴社が進出する下記のアジア市場において、所得で細分化されたどの顧客層を最重視していますか。該当 
する番号を 1つずつご記入ください。 
 日本 中国 インド ASEAN 
3年前     
現在     





 1つずつご記入ください。   
1. 0％ 4.  20％～30％未満 7.  50％～60％未満 10.  80％～90％未満 
2. 0％超～10％未満 5.  30％～40％未満 8.  60％～70％未満 11.  90％～100％未満 




 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
 最も大きな問題点      





1．超富裕層  3．中間層  5．特に顧客層を絞らない  
2．富裕層  4．低所得層  
 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
ハイエンド商品の割合      
1．販売する商品の知名度が低い  5．販売促進の仕方が難しい  
2．インフラ未整備のために流通が困難  6．競争相手が多い  
3．商品そのものが現地ニーズに合っていない  7．その他（          ）  
4．価格の設定が難しい 
     （付録) 
  






















競合企業より高い価格帯の商品を提供   
商品機能の割には低い価格帯の商品を提供  
マスメディアを通じた広告宣伝                                
旗艦店を拡充                                                 
販売網を整備・拡充                                          
販売員を教育・訓練                                          
お客様相談窓口を充実                                        






    1 2 3 4 5 6   
  非常に低い              非常に高い 
   1 2 3 4 5 6   
 全く力を入れていない              非常に力を入れている 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
 
1 2 3 4 5 6
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
 
 
     （付録) 
  





入れていますか。該当する番号に○印を 1つずつお付けください。  
 
育成ための明確なキャリアプラン                  
選抜された従業員への企業内研修              
外国人社員との合同研修                   
外部のセミナーへの参加                   
   国内のビジネススクールへ派遣                  
   海外のビジネススクールへ派遣                  
   海外の現地法人・提携先などで現地の商習慣・言語・文化の学習   
  
   1 2 3 4 5 6   
 全く力を入れていない              非常に力を入れている 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
 
     （付録) 
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5-2 貴社の本社でアジア事業の構想・企画を策定できる人材をどのように獲得していますか。該当する 
番号に○印を 1つずつお付けください。  
 












1. 0％ 4.  20％～30％未満 7.  50％～60％未満 10.  80％～90％未満 
2. 0％超～10％未満 5.  30％～40％未満 8.  60％～70％未満 11.  90％～100％未満 







  中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
現地化が進んでいる      
意思決定のスピードが速い      
給与水準が高い      





  1 2 3 4 5 6   
全く当てはまらない              非常に当てはまる 
国名 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
従業員の定着率      
  1 2 3 4 5 6   
全く当てはまらない               非常に当てはまる 
1  2  3  4  5  6  
1  2  3  4  5  6 
1  2  3  4  5  6 
1  2  3  4  5  6 
     （付録) 
  




を 1つずつお付けください。  
 マネジメント全体の研修                     
   日本語・日本文化の学習                    
   企業内コミュニケーションの促進・企業文化の認知        
   商品開発管理の研修                       
   生産・品質管理の研修                     
   知的財産権の学習                                                         
 
 
5-6 貴 社 の 進 出 し て い る 下 記 の ア ジ ア 地 域 で 経 営 者 の 現 地 化 が 進 ま な い 理 由 に つ い て 、 最 も 大 き な 理 由 と 次 に 
大きな理由をお教えください。該当する番号を 1つずつご記入ください。 
 
 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
最も大きな理由      





    1 2 3 4 5 6   
  全く当てはまらない              非常に当てはまる 
1. 本社とのコミュニケーションがとりにくい 5. 会社に対する忠誠心が低い 
2. 自社の企業理念の共有が難しい 6. 経営能力のある優秀な人材がまだ育成されていない 
3. 本社主導の経営がやりにくい  7. その他 （        ） 
4. 本社から派遣した日本人社員との連携が取りにくい  
 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
中間管理職      
経営者      
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
1 2 3 4 5 6 
 
     （付録) 
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5-8 貴社の進出している下記のアジア地域における現地法人の中間管理職及び経営者の現地人比率の 3年後 
（方針）について、お教えください。該当する番号を 1つずつご記入ください。 
 
1.減少          2.ほぼ同じ          3.増加 
６．成果 
 
6-1 貴社の 2015年度の売上高に占める下記の国・地域別の売上高のおよその割合をお教えください。また、 
この割合の 3年後（方針）について、該当する番号を 1つずつご記入ください。 
 
  2015年度 3年後（方針） 
日本 ％  
中国 ％  
インド ％  
ASEAN ％  
上記以外のすべての国 ％  




6-2 貴社の下記の国・地域における直近 3年間の売上高および営業利益の増減について、該当する番号を 
1つずつご記入ください。 




売上高の増減       




1.  0％   3.  10％～30％未満 5.  50％～70％未満 7.  90％～100％未満 
2. 0％超～10％未満 4.  30％～50％未満 6.  70％～90％未満 8.  100％ 
 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
中間管理職      
経営者      
1．減少 2．ほぼ同じ 3．増加 
1．減少 2．ほぼ同じ 3．増加 
     （付録) 
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 日本 中国 インド ASEAN アジア全体 
（日本を除く） 
現在のマーケットシェア      
 
1． 1％未満 4． 5％～10％未満 7．30％～40％未満 10．70％～90％未満 
2． 1％～2％未満 5． 10％～20％未満 8．40％～50％未満 11．90％以上 







  2015年度   1． マイナス 6． 10％～15％未満 
日本    2． 0％～2％未満 7． 15％～20％未満 
中国    3． 2％～5％未満 8． 20％～25％未満 
インド    4． 5％～7％未満 9． 25％～30％未満 
ASEAN    5． 7％～10％未満 10．  30％以上 
アジア全体（日本を除く）      
貴社の売上高営業利益率      
